
  

                       

平成２１年度児童虐待防止対策関係概算要求の概要 

                厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課 

   虐待防止対策室 

 

    （平成２０年度当初予算） （平成２１年度概算要求）

１４，６４３百万円    →   １７，２９３百万円 
 

【次世代育成支援対策交付金等を除く。】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 児童虐待は社会全体で早急に解決すべき重要な課題であり、虐待の発生予防、早

期発見・早期対応から虐待を受けた子どもの保護・自立に至るまでの切れ目のない

支援のため、引き続き地域における支援体制の整備や児童相談所の機能強化ととも

に、家庭的養護の推進及び入所している子どもへの支援の充実を図る。 

 

 １．発生予防対策の推進   
  

 (１）生後４か月までの全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）の推進 

【次世代育成支援対策交付金】 

○  生後４か月までの乳児がいるすべての家庭を訪問し、子育て支援に関する情報

提供や養育環境等の把握を行う「生後４か月までの全戸訪問事業（こんにちは 

赤ちゃん事業）」の全国展開に向け、推進を図る。 

 

（２）育児支援家庭訪問事業の推進            【次世代育成支援対策交付金】 
 

○  養育支援が必要な家庭に対して、訪問による育児・家事の援助や指導助言等

を行う「育児支援家庭訪問事業」の全国展開に向け、推進を図る。 

 

（３）地域子育て支援拠点事業の推進        
 

○  地域における子育て支援拠点（ひろば型、センター型、児童館型）について、

身近な場所への設置を促進するとともに、機能拡充を図る。 

 

（４）子育て短期支援事業の推進              【次世代育成支援対策交付金】 
 

○  育児不安や育児疲れなどの場合における児童養護施設等での子どものショート

ステイ及びトワイライトステイの実施について着実な推進を図る。 
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